
 
 

 

 
令和４年９月１２日 

国土政策局広域地方政策課 

 

令和４年度 第３回 
官民連携基盤整備推進調査費の配分を実施します 

 
～民間と自治体が連携して取り組むインフラ施設の調査・検討を支援～ 

 

国土交通省は、「官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業（官民連携

基盤整備推進調査費）」の令和４年度 第３回配分として、別添１のとおり、地方公共団体が実

施する３件の調査（都市公園・港湾）の支援を決定しました。 

 
 
本事業は、民間の設備投資等と一体的に計画される地方公共団体のインフラ整備（道路・

河川・都市公園・市街地整備・港湾・空港等）の事業化検討を支援するための制度です。 

（配分先：地方公共団体、補助率：１/２） 

 

【添付資料】 

・別添１ 令和４年度第３回実施事業一覧 

・別添２ 令和４年度第３回実施事業概要（調査計画書（案）の概要） 

・別添３ 官民連携基盤整備推進調査費の制度概要 

 

【その他】 

・募集情報や過去の実施例等は以下をご覧下さい。 

国土交通省HP「官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業」 

（https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html） 

 

【問合せ先】 
 国土政策局広域地方政策課調整室 
 専門調査官 長谷川、城間 
  代表：03-5253-8111（内線29-914、29-916） 
  直通：03-5253-8360 
  F A X：03-5253-1572 



事業費 国費

1
西部
せ い ぶ

緑地
り ょ く ち

公園の再整備による更なる賑わい創出のた

めの基盤整備検討調査
石川県 石川県金沢市

か な ざ わ し

石川県内全域からアクセスが良い金沢市西部に位置する西部緑地公園において、老朽化への
対応及び複雑化した園内動線の解消等を実施するため、民間事業者による公園内での大規模
なイベントの開催や公園の管理運営等と合わせて、公園の再整備に係る概略設計及び整備・
管理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討等を行う。

26,000 13,000

2
坂出緩衝

かんしょう

緑地
り ょ く ち

再整備による地域活性化のための基盤

整備検討調査
坂出市
さ か い で し

香川県坂出市
さ か い で し

坂出緩衝緑地は、番の洲臨海工業団地の開発に伴い、地域住民の生活環境保全を目的とする
環境対策と新しい市街地整備を目指して整備された都市公園であるが、整備から40年を超
え、木々が大きく繁茂しており、憩いの場等としての公園の利活用について改めて整理する
ため、民間事業者による各種イベント、便益施設整備に合わせ、緩衝緑地再整備に係る概略
設計及び整備・管理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討等を行う。

26,000 13,000

3
マリンタウン地域における地域活性化のための基盤
整備検討調査

沖縄県
沖縄県西原町

にしはらちょう

・与
よ な

那原町
ば る ち ょ う

沖縄県の東海岸に位置するマリンタウン地域では、大型MICE施設を核とした産業振興や沖縄
観光のビジネスツーリズムの拠点形成を目指す取り組みが進められており、大型MICE施設と
連携した周辺施設整備が求められているため、民間事業者によるホテル整備や集客イベン
ト、クルージング事業等に合わせ、港湾施設及び港湾緑地の改修に係る概略設計、整備・管
理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討等を行う。

29,800 14,900

81,800 40,900

令和４年度　官民連携基盤整備推進調査費　第３回実施事業一覧

実施計画額（千円）

計3箇所

調査名 実施主体 対象地域 概要

別添１



西部緑地公園の再整備による更なる賑わい創出のための基盤整備検討調査
地域の特徴等

【要領様式２】調査計画書（案）の概要 【実施主体名：石川県】【事業費：26,000千円 国費：13,000千円】

○ 西部緑地公園は、北陸自動車道・国道８号及び金沢外環状道路海側幹線に近接した県下全域からアクセスが良い金沢市西部
に「スポーツとイベントの拠点」として整備され、長らく県民に親しまれてきた。

○ 園内にある県立野球場及び産業展示館は築後４５年以上が経過し、老朽化・狭隘化が進行しているほか、段階的に公園を拡
張してきた結果、施設・駐車場の配置が複雑になり、動線も複雑化するといった課題も生じている。

【調査箇所
：石川県金沢市】

(5)民間の活動と一体的に整備する効果
・公園の魅力が向上し、県内外から多くの人が訪れる更なる
賑わいの拠点形成が図られる

(4)【調査内容】
① 西部緑地公園の再整備に係る基礎調査
② 西部緑地公園の再整備に係る概略設計等
③ 新野球場整備に係る概略設計等
④ 西部緑地公園の整備・管理運営に係る PPP/PFI導入可
能性検討調査

(1)社会的背景・状況の変化等（きっかけ）

・R3年9月 県立野球場及び産業展示館の老朽化に伴う
建替えを契機に、公園全体の再整備の検討
に着手

・R4年8月 西部緑地公園再整備構想検討委員会の設置

かなざわし

(3)基盤整備の必要性（現状の課題等）
・段階的に公園を拡張してきた結果、園内動線が複雑化し、
園内混雑の要因になっている

・緑地・広場が敷地の端に分散している
・県立野球場は、狭隘な上、老朽化が進行しているほか、
現在の規格に合致していない

(2)民間事業者の活動・新たな投資・予定
・地元スポーツ団体と連携したスポーツ施設への集客機能
の付加

・地域経済団体等による産業見本市やコンベンションなど
大規模なイベント、屋外イベントの開催

・PPP/PFI事業者による公園の管理運営等
密接な
関連性

凡 例

社会資本整備

民間での取組

西部緑地公園

陸上競技場

園内動線
最適化

公園の再整備

駐車場
集約・効率化

緑地・多目的広場
集約・大型化

補助競技場
産業展示館
(4号館)

PPP/PFI事業者に
よる公園の管理運営
等

集客機能の付加

一途を必ず

位 置 図

金沢市

西部緑地公園

主な県有施設の来場者数 (R1(コロナ前))

１位：兼六園 約280万人
２位：金沢城公園 約230万人
３位：西部緑地公園 約150万人
４位：木場潟公園 約 77万人
・
・
・

西部緑地公園は、
石川県を代表する賑わいの拠点

石川県

産業展示館
(1～3号館)

建替え

県立野球場
建替え

野外イベントの開催

大規模イベントの開催

別添２



坂出緩衝緑地再整備による地域活性化のための基盤整備検討調査

〇坂出緩衝緑地は、北側に位置する番の州臨海工業団地の開発に伴い、地域住民の健康を守り、生活環境の保全を目的とす
る環境対策と、新しい市街地整備を目指して整備された都市公園である。

〇近接している本四高速道路の坂出北インターチェンジが令和６年度にフルインター化が予定されており、当緑地は、高速交通
ネットワークの強化による交通量の増加が見込まれる地域にあることから、民間投資の誘発効果が期待される。

〇中心市街地にある広大なオープンスペースということで、にぎわい創出のための交流拠点として期待されている。

地域の特徴等

【要領様式２】調査計画書（案）の概要 【実施主体名：坂出市】

(5)民間の活動と一体的に整備する効果
・既存公園のリニューアルに民間活力を導入することで、坂出緩衝
緑地のさらなる魅力向上と利用者の増加が見込める。

(4)【調査内容】
①坂出緩衝緑地再整備に係る基礎調査
②坂出緩衝緑地再整備に係る基本計画等の検討
③坂出緩衝緑地再整備に係る概略設計等
④坂出緩衝緑地の整備・管理運営に係るPPP／PFI導入可能性検討

(1)社会的背景・状況の変化等（きっかけ）
・平成２９年度 坂出北インターチェンジフルインター化の事業化
（令和６年度開通予定）
・平成２９年度 都市公園法の改正により、民間事業者による公募
設置管理制度（Ｐ－ＰＦＩ）が創設
・令和３年度 坂出市まち・ひと・しごと創生総合戦略に坂出緩衝
緑地をにぎわい創出を目的とした空間として整備することを位置
づけ。
・「坂出駅周辺再整備基本構想」において緩衝緑地の再整備とし
てまちづくりコンセプトに基づく再編構想の提案有り。

【調査箇所：香川県坂出市】

位 置 図

さかいでし

(3)基盤整備の必要性（現状の課題等）
・中心市街地にあり、交通量の多い地域に位置しているにもかかわら
ず、樹木がうっそうとした茂みとなっており、公園としての認知度が
低く、有効利用されていない。
・地域活性化の拠点として、市民だけでなく、坂出北インターチェンジ
のフルインター化を活かして、広域圏の来園者を誘致するため、官
民連携により、魅力ある公園として整備する必要がある。

(2)民間事業者の活動・新たな投資・予定
・一般社団法人によるキッチンカー出店（令和９年度～）
・NPO法人が開催する子育て支援イベント（令和９年度～）
・民間事業者による各種ガーデンセミナー・木の実アート展の開催
（令和９年度～）
・ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者による飲食店等便益施設の整備・運営（令和９年度～）
・ＰＰＰ／ＰＦＩ事業者による公園整備・管理（令和９年度～）

密接な
関連性

凡 例

社会資本整備

民間での取組

【事業費：26,000千円 国費：13,000千円】

公園の再整備（芝生広場・園路・駐車場等）

坂出北ＩＣ

市街 地

・キッチンカー等のイベント開催
・便益施設（飲食店等）の整備

・子育て支援イベントの開催

・便益施設（アスレチック等）の整備

・ガーデンセミナー、木の実アート展等のイベント開催

坂出緩衝緑地 幅：50m 延長：1,850m 面積：9ｈａ

アートエリア

アクティビティエリア

マルシェエリア

コミュニティエリア

【コミュニティエリアイメージ】【マルシェエリアイメージ】【アクティビティエリアイメージ】【アートエリアイメージ】

至 瀬戸大橋

至 愛媛県
徳島県



地域の特徴等

【要領様式２】調査計画書（案）の概要 【実施主体名：沖縄県】

(5)民間の活動と一体的に整備する効果
・施設の賑わい施設を整備することで、交流人口、観光客の増
加

(4)【調査内容】
①港湾施設改修に係る概略設計、整備効果検討等
②港湾緑地改修に係る概略設計、整備効果検討等
③港湾施設及び港湾緑地の整備・管理運営に係るPPP/PFI導
入可能性検討

(1)社会的背景・状況の変化等（きっかけ）
・令和3年3月 沖縄県東海岸サンライズベルト構想策定
・令和3年4月 中城湾港長期構想策定
・令和4年5月 沖縄振興計画策定
・令和4年8月 沖縄県マリンタウンＭＩＣＥエリア形成

事業基本計画策定（予定）

位 置 図

(3)基盤整備の必要性（現状の課題等）
・滞在型観光の拠点確立のため、大型プレジャーボートが寄港
しやすく、滞在日数が伸びるような港湾施設の改修が必要。

・大型MICE施設との連携を図って行く上で、ビーチ（港湾
緑地）を観光客の集客や夏期以外の利活用を考慮した滞在
型観光の拠点として整備していく必要がある。

(2)民間事業者の活動・新たな投資・予定
・PFI事業者による大型MICE施設及びホテル整備
（令和7年度～）
・民間事業者による賑わい施設等の整備、ビーチでの集客イベ
ント実施（令和８年度～）

・民間事業者による大型プレジャーボート受入施設整備及び
管理・運営、商業施設整備（令和８年度～）。

・観光地域づくり法人（DMO・令和4年度設立予定）が新規ツ
アーを企画・実施（令和５年度～）

・旅行代理店がクルージング事業を実施（令和４年度～）

【事業費：29,800千円 国費：14,900千円】

○ マリンタウン地域は、沖縄県の東海岸に位置し、都市機能および人口が集中している西海岸地域に対して、豊かな自然環境
等の地域特性を活かした滞在型観光の拠点としてのポテンシャルを有している。

○ 当該地域に整備が予定されている大型MICE施設を核とした産業振興や沖縄観光のビジネスツーリズムの拠点形成を目指す取
り組みが進められており、大型MICE施設と連携した周辺の施設整備が求められている。

〇 官民連携による大型MICE施設及び周辺関連施設整備に取り組むことにより、観光産業の振興、新たな産業創出等が促され、
民間投資の誘発が期待される。

マリンタウン地域における地域活性化のための基盤整備検討調査

一途を必ず

中城湾港
マリンタウン

密接な
関連性

【調査箇所：沖縄県

西原町・与那原町】
よなばるちょうにしはらちょう

港湾緑地の改修
（PPP/PFI導入検討）

大型MICE施設及び
ホテル整備

港湾施設の改修
（PPP/PFI導入検討）

・大型プレジャーボート受入
施設整備、商業施設整備

・クルージング事業
・賑わい集客施設の整備
・集客イベント実施
・新規ツアー実施

凡 例

社会資本整備

民間での取組



【支援内容】
民間事業活動と一体的に行うことにより、優れた効果の発現
や効率性が期待できる国土交通省所管の基盤整備※の事業
化に向けた検討経費を支援

＜調査内容＞
① 施設整備の内容に関する調査

（例） 基礎データ収集、需要予測、概略設計、整備効果検討等

② ①で調査した 施設の整備・運営手法に関する調査
（例） PPP/PFI手法の選定、官民の業務分担、VFM算定等

事業概要

事業内容
【配分先】 地方公共団体（都道府県・市町村等）

※ 道路、海岸、河川、港湾、都市公園、市街地整備、空港等の公共土木施設

【補助率】 １／２

○ 各地域の個性や強みを活かした特色ある成長を図るためには、民間の投資効果が最大限に引き出される
よう、民間の設備投資等と一体的に基盤整備を実施することが重要である。

○ 官民が連携して実施する民間投資誘発効果の高い基盤整備や広域的な地域戦略に資する事業について、

民間の意思決定のタイミングに合わせ、機を逸することなく基盤整備の構想段階から事業実施段階への円
滑かつ速やかな移行を図るため、地方公共団体が行う事業化検討に対して調査費補助を行う。

【募集・配分スケジュール】 年３回配分

事業フロー

区 分 募集期間 配分時期

第１回 １月２５日～２月１８日 ４月２６日

第２回 ２月２８日～４月１５日 ６月３０日

第３回 ６月１７日～７月１５日 ９月８日

事
業
実
施

事業方針
決定

事
業
化
検
討

効果
発現

○官民協議を通じた地域活性化の構想

○基盤整備の事業化検討

本調査費で支援

○民間の事業活動
・ハードの設備投資
・ソフトの取り組み

○基盤整備の実施
（実施設計、工事）

○PPP/PFIによる基盤整備
（実施設計、工事、管理）

官民連携の相乗効果による地域活性化の実現
・民間の経済活動の活性化 ・インフラストック効果の増大
・PPP/PFI導入による新たなビジネス機会の拡大、公的負
担の抑制

① 需要予測、概略設計 等

② PPP/PFI導入可能性検討 等

一体的に実施

連携

官民連携基盤整備推進調査費の制度概要 別添３


